





































































みで判断すべきと主張した。そして，名古屋新幹線事件（名古屋高裁昭和 60 年 4 月 11 日





















































今，排出量が vの有害物質を排出する企業の事業場が事業場周辺の人口密度が hρ の地域で
操業しているものとする。このとき，有害物質の影響が及ぶ範囲の面積を ( )vSh とし，事業
場周辺の住民 1 人が暴露する環境リスクの量を ( )vRh とする。企業が有害物質の削減に要す
る費用を ( )vA とする。このとき，全住民が暴露するリスクの量の合計は，
( ) ( )vRvS hhhρ ( )vBhhρ= となる。 ( ) ( ) ( )vRvSvB hhh = である。vの増加とともに加速度的に住民
が暴露するリスクの量の合計値が増加するものと想定し， 
0>dvdSh ， 0>dvdRh ， 022 >dvRd h ， 022 >dvBd h   (1) 
を仮定する。企業の有害物質の削減費用 ( )vA については，vが増加したときに減少し，その
減少の程度は vの増加とともに小さくなると想定する。したがって， 













った。つまり，提訴する側の住民の所得レベル I が高いほど，損害賠償率 hα も，有責率 hβ
も大きくなるということである。したがって， 





( ) ( )vBvAC hhhh ρβα+=       (4) 
となる。 
このとき，企業はCを最小化する有害物質の排出量 vˆを採用するものとする。 vˆは，損害
賠償率 hα ，有責率 hβ ，人口密度 hρ の関数となるので 









( ) ( )vBvAdvdC hhhh ′+′= ρβα      (7) 
であり， vˆは 0=dvdC を満たす。そこで，(7)式より 0=dvdC の両辺を vおよび hhh ρβα で
全微分すると，(1)式，(2)式より 
0<hhhdvˆd ρβα        (8) 
が得られる。したがって， 
0<∂∂ hvˆ α ， 0<∂∂ hvˆ β ， 0<∂∂ hvˆ ρ     (9) 
である。次に(9)式に注意すると 
( ) ( ) ( ) 01 <−−∂∂′=∂∂ vˆRvˆvˆRt hhhhhhh ββααα     (10) 
( ) ( ) ( ) 01 <−−∂∂′=∂∂ vˆRvˆvˆRt hhhhhhh αβαββ     (11) 





( )( )ItIt hh ∂∂∂∂=∂∂ αα  
( )( ) 0<∂∂∂∂+ It hh ββ


















所の人口統計資料の 2003 年度の値を，県民 1 人あたりの所得は内閣府の県民経済計算の
2003 年度の値を採用した。人口密度と 1 人あたりの所得の相関係数は 0.65 程度であり正の
相関がある。つまり，今の日本の現状では， 
0>∂∂ Ihρ        (14) 
がいえることとなる。したがって，(14)式が成立するときは， 
( )( ) ( )( ) ( )( )ItItItIt hhhhhh ∂∂∂+∂∂∂∂+∂∂∂∂=∂∂ ρρββαα   (15) 




































それに伴う訴訟費用も膨大になる。したがって， 1== hh βα という特別な場合において，経
済学でいうところの社会的厚生の最大化は実現していないのである。経済学は， hα を限り






















てきた内容が CERCLA（Comprehensive Environmental Response Compensation and 
Liability Act of 1980）や Oil Pollution Act（1990）などの制定法に明確に規定された。そ
の後，カナダにおいて，1999 年に Canadian Environmental Protection Act が制定され自
然資源損害賠償制度が導入された。EU においては，2004 年 4 月採択された Environmental 
Liability Directive（2004/35/EC）に従い現在，自然資源損害賠償制度の導入が進んでいる



















































できる。このとき，有害物質の影響が及ぶ範囲の面積を ( )vSn とし，事業場周辺の 1 単位の
自然資源が暴露する環境リスクの量を ( )vRn とする。企業が有害物質の削減に要する費用は，
3 節のモデルと同じ ( )vA である。このとき，全自然資源が暴露するリスクの量の合計は， 
( ) ( )vRvS nnnρ ( )vBnnρ= となる。 ( ) ( ) ( )vRvSvB nnn = である。vの増加とともに加速度的に自然
資源が暴露するリスクの量の合計値が増加するものと想定し， 








( ) ( ) ( )vBvBvAC nnnnhhhhn ρβαρβα ++=     (17) 
となる。(4)式と(17)式を比較すると，企業が有害物質を排出することに伴い負担する費用
は，自然資源損害賠償制度の導入に伴い増加していることがわかる。 
このとき，企業は nC を最小化する有害物質の排出量 nvˆ を採用するものとする。 nvˆ は，住
民の健康被害に関する損害賠償率 hα ，自然資源の損害に関する損害賠償率 nα ，住民の健康
被害に関する有責率 hβ ，自然資源の損害に関する有責率 nβ ，人口密度 hρ ，自然資源密度 nρ
の関数となるので 









( ) ( ) ( )vBvBvAdvdC nnnnhhhhn ′+′+′= ρβαρβα     (20) 
であり， nvˆ は 0=dvdCn を満たす。そこで， hα ， hβ ， hρ を固定して(20)式より 0=dvdCn
の両辺を vおよび nnn ρβα で全微分すると (1)式，(2)式，(16)式より 
0<nnnn dvˆd ρβα        (21) 
が得られる。 
ところで，自然資源損害賠償制度の導入とは， nnn ρβα がゼロから正の値へ増加したこと
と考えることができる。したがって，自然資源損害賠償制度の導入により企業が採用する
有害物質の排出量は小さくなる。つまり， 




ttn <         (23) 
となることがわかる。自然資源損害賠償制度の導入によって，すべての住民の保有環境リ
スクは小さくなるのである。 
さらに， hhhh ϕρβα = ， nnnn ϕρβα =  とおいて(21)式を導いた手法と同様のロジックにより 
( ){ } ( ) ( ) ( ){ } 0<′′+′′+′′′−= vBvBvAvBdvˆd nnhhhhn ϕϕϕ    (24) 
が得られる。(24)式より 
0<∂∂ hnvˆ α ， 0<∂∂ hnvˆ β ， 0<∂∂ hnvˆ ρ     (25) 
であることがわかる。次に hnvˆ α∂∂ ， hnvˆ β∂∂ ， hnvˆ ρ∂∂ が nϕ  の変化によってどのような
影響を受けるかを調べる。(24)式より 
( ) ( ) ( ) ( ){ } ( ) ( ) ( ) ( ){ } ( )


























        (26) 
が得られる。(21)式より 0<∂∂ nv ϕ であるから， 














































ρϕ    (29) 
ところで(1)式，(16)式，(19)式，(25)式より 
( ) ( ) ( ) 01 <−−∂∂′=∂∂ nhhhhhnnhhn vˆRvˆvˆRt ββααα    (30) 
( ) ( ) ( ) 01 <−−∂∂′=∂∂ nhhhhhnnhhn vˆRvˆvˆRt αβαββ    (31) 
( ) ( ) 01 <−∂∂′=∂∂ hhhnnhhn vˆvˆRt βαρρ     (32) 
であるが，ここで(30)～(32)式を nϕ で偏微分すると 








































∂ 1 (33) 








































∂ 1 (34) 

















































具 体 例 を 挙 げ れ ば ，
( ) vvA 1= で ( )vBh ， ( )vBn


















林水産省の 2002 年度の値を採用した。明らかに 2 つの変数は負の相関関係がある。相関係
数は－0.65 程度である。したがって，日本の現状を勘案すると， 
0<∂∂ hn ρρ        (36) 
が成立する。自然資源損害賠償制度が導入された場合に，人口密度が保有環境リスクにど
のような影響を与えるのかを確認する。(36)式に注意しながら， 0=dvdCn の両辺を vおよ
び hρ で全微分することにより， 
( ) ( )( )











ρ     (37) 
となり，(37)式の符号は定まらない。住民の健康被害のリスクの有害物質の排出量の変化に




















図 2 人口密度と森林率 
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事件が実際に起こっている。それは，1997 年 1 月 2 日に発生したロシア船籍のナホトカ号
（13,147 トン）の隠岐島付近での折損に伴う油濁事故である。積荷の C 重油 6,240kℓが流
出し島根県から秋田県にいたる 1 府 8 県に漂着した。100 万人とも言われるボランティア，
行政，NGO の協働によって油の回収作業が行なわれた。被害総額は，タンカーによる被害
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